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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第120期中間
連結会計期間

第121期中間
連結会計期間

第120期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

売上高 （百万円） 7,104 9,264 21,634

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △887 △266 661

親会社株主に帰属する中間純損

失（△）又は親会社株主に帰属

する当期純利益

（百万円） △732 △165 367

中間包括利益又は包括利益 （百万円） △727 △450 496

純資産額 （百万円） 8,767 9,282 9,991

総資産額 （百万円） 18,830 20,781 24,138

１株当たり中間純損失（△）又

は１株当たり当期純利益
（円） △170.92 △38.69 85.74

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） －　※２． －　※２． －　※２．

自己資本比率 （％） 46.6 44.7 41.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,178 4,478 △2,045

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △261 752 △845

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △233 △1,778 1,257

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 4,256 5,395 1,942

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお
りません。

※２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。

３．「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）等を当中間連結
会計期間の期首から適用しており、前中間連結会計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標等について
は、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の状況の分析

　当中間連結会計期間の業績に関し、受注高は、グループ全体で148億円（前年同期比37.9％増）と前年同期比で

増加となりました。主な要因は、プラント建設における浄水場の大型設備更新案件並びに工場向け排水処理設備等

の受注による増加や、Ｏ＆Ｍにおける運転管理案件の新規契約受託並びに既存契約更新に伴い受注高が増加したこ

とによるものです。

　売上高は、グループ全体で92億64百万円（前年同期比30.4％増）と前年同期比で増加となりました。主な要因

は、プラント建設において高水準の手持受注残高に対して工事施工・引き渡しを行い工事出来高が増加した結果、

前年同期比で増加となり、また、Ｏ＆Ｍにおいて運転管理新規受託やメンテナンス案件の受注増加により前年同期

比で増加しました。

　損益の状況については、プラント建設並びにＯ＆Ｍでの増収により売上総利益が増益となった一方、販売費及び

一般管理費において、事業拡大のための要員拡充等による人件費増加やサービスステーション(※)設置等での経費

増加により、営業損失が７億86百万円（前年同期は営業損失８億56百万円）となりました。また、経常損失は、為

替差損等計上の一方で、持分法による投資利益６億７百万円を計上した結果、２億66百万円（前年同期は経常損失

８億87百万円）、親会社株主に帰属する中間純損失は１億65百万円（前年同期は親会社株主に帰属する中間純損失

７億32百万円）となりました。

　なお、当社グループ事業の特徴としては、売上計上が下半期に集中する傾向がある一方、販売費及び一般管理費

等は中間期並びに下半期における変動が少ないことから、利益面も売上高と同様に、下半期に偏重する傾向があり

ます。

　※.サービスステーション：既存納入顧客へのメンテナンスに即対応可能な技術サービス要員を配置した拠点。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

　なお、当中間連結会計期間より報告セグメントの変更を以下の通り行っており、経営成績等の概況並びに報告セ

グメントごとの前中間連結会計期間との比較・分析は、変更後のセグメント区分に基づいております。

セグメント名 セグメント内容

プラント建設
上水道施設浄水設備、下水道施設水処理設備、産業用水及び廃
水施設水処理設備等の製造、販売

Ｏ＆Ｍ
上水道施設浄水設備、下水道施設水処理設備、産業用水及び廃
水施設水処理設備等に関わるメンテナンス・保守・運転管理

　詳細は、「第４　経理の状況　注記事項　（セグメント情報等）　Ⅱ　当中間連結会計期間　２．報告セグメン

トの変更等に関する事項」をご参照ください。

報告セグメント
受注高 売上高（注） 営業損失（注）

金額
（百万円）

前年同期比
（％）

金額
（百万円）

前年同期比
（％）

金額
（百万円）

前年同期比
（％）

プラント建設 7,967 26.7 6,784 45.4 △274 －

Ｏ＆Ｍ 6,833 53.9 2,479 1.7 △517 －

合計 14,800 37.9 9,264 30.4 △792 －

（注）売上高は外部顧客への金額となり、営業損失は報告セグメント間取引調整前の金額となります。

 

(2）財政状態の状況の分析

　当中間連結会計期間末における総資産は、前期末に比べ33億57百万円減少し、207億81百万円となりました。主な

要因は、現金及び預金が23億62百万円、有価証券が10億91百万円増加した一方、前期末の売上債権の回収に伴い受

取手形、売掛金及び契約資産が60億50百万円、投資有価証券が11億76百万円減少となったこと等によるものです。

　負債は、前期末に比べ26億48百万円減少し、114億98百万円となりました。主な要因は、契約負債が14億82百万

円増加した一方で、仕入債務の支払いにより支払手形及び買掛金が19億６百万円、返済により短期借入金が14億99

百万円減少したこと等によるものです。

　純資産は、前期末に比べ７億８百万円減少し、92億82百万円となりました。主な要因は、親会社株主に帰属する

中間純損失の計上や配当金の支払いにより、利益剰余金が４億１百万円、為替換算調整勘定が２億57百万円減少し

たこと等によるものです。
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(3）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ34億53百万円増加し、当中間連結

会計期間末には53億95百万円（前期末比177.8％増）となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は、次のとおりです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　前年同期と比較して33億円収入が増加し、44億78百万円の収入となりました。主な要因は、売上債権の減少によ

る収入63億43百万円、契約負債の増加による収入14億82百万円があった一方、仕入債務の減少による支出23億56百

万円、持分法による投資利益６億７百万円、棚卸資産の増加による支出３億16百万円、税金等調整前中間純損失２

億66百万円があったこと等によるものです。

　なお、当社グループにおいては、案件毎に契約金額規模等が異なるため、支払及び入金状況により連結会計年度

毎に大きな増減があります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　前年同期と比較して10億13百万円収入が増加し、当中間期は７億52百万円の収入となりました。主な要因は、投

資有価証券の償還による収入10億64百万円、関係会社貸付けによる支出２億44百万円があったこと等によるもので

す。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　前年同期と比較して15億44百万円収入が増加し、当中間期は17億78百万円の支出となりました。主な要因は、短

期借入金の返済による支出14億99百万円、配当金の支払額２億36百万円の支出があったこと等によるものです。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当中間連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した当社グループが対処すべき課題について

重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億37百万円であります。なお、当中間連

結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(6）従業員数

　当中間連結会計期間において、連結会社または提出会社の従業員数の著しい変動はありません。

 

(7）生産、受注及び販売の実績

　当中間連結会計期間において、生産、受注及び販売の実績に著しい変動はありません。

 

(8）主要な設備

　当中間連結会計期間において、主要な設備に著しい変動はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 6,000,000

計 6,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,295,968 4,295,968
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 4,295,968 4,295,968 ― ―

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高(百万円)

2024年４月１日～

2024年９月30日
－ 4,295,968 － 1,947 － 1,537
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（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

東レ株式会社 東京都中央区日本橋室町２丁目１番１号 2,191 51.17

水道機工共栄会
東京都世田谷区桜丘５丁目48番16号　水道

機工㈱内
184 4.32

ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ

ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ

（常任代理人 モルガン・スタ

ンレーＭＵＦＧ証券株式会

社）

25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF,LONDON

E14 4QA,UK

（東京都千代田区大手町１丁目９番７号

大手町フィナンシャルシティサウスタ

ワー）

135 3.17

株式会社データベース 北海道札幌市北区北七条西５丁目８番５号 120 2.82

株式会社電業社機械製作所 東京都大田区大森北１丁目５番１号 93 2.18

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 78 1.83

光通信株式会社 東京都豊島区西池袋１丁目４番10号 71 1.67

株式会社品川鐵工場 神奈川県平塚市東八幡５丁目10番11号 68 1.60

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号

赤坂インターシティＡＩＲ
67 1.58

横手産業株式会社 大阪府大阪市淀川区西中島４丁目２番21号 54 1.27

計 ― 3,066 71.61

（注）　2024年６月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書に関する変更報告書において、シンプレクス・ア

セット・マネジメント株式会社が2024年５月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当

社として当中間会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めてお

りません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）
株券等保有割合

（％）

シンプレクス・ア

セット・マネジメン

ト株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目５番１号 株式   176,300 4.10
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 14,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,274,700 42,747 －

単元未満株式 普通株式 6,868 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数  4,295,968 － －

総株主の議決権  － 42,747 －

 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

水道機工株式会社
東京都世田谷区桜

丘五丁目48番16号
14,400 － 14,400 0.34

計 ― 14,400 － 14,400 0.34

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,897 4,259

受取手形、売掛金及び契約資産 ※１ 13,429 7,378

電子記録債権 ※１ 668 375

有価証券 74 1,165

商品及び製品 2 1

仕掛品 69 437

原材料 427 377

その他 1,852 1,983

貸倒引当金 △741 △705

流動資産合計 17,679 15,273

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 955 945

機械装置及び運搬具（純額） 118 122

土地 850 850

その他（純額） 145 158

有形固定資産合計 2,070 2,078

無形固定資産 266 241

投資その他の資産   

投資有価証券 2,343 1,166

繰延税金資産 1,642 1,872

その他 135 149

投資その他の資産合計 4,121 3,187

固定資産合計 6,458 5,508

資産合計 24,138 20,781
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,612 1,705

電子記録債務 1,465 1,016

短期借入金 1,499 －

未払法人税等 97 24

契約負債 634 2,116

受注損失引当金 682 787

賞与引当金 501 585

その他 2,071 2,159

流動負債合計 10,564 8,396

固定負債   

退職給付に係る負債 2,553 2,480

持分法適用に伴う負債 944 541

役員退職慰労引当金 11 12

繰延税金負債 3 2

その他 71 66

固定負債合計 3,583 3,102

負債合計 14,147 11,498

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,947 1,947

資本剰余金 1,537 1,537

利益剰余金 6,221 5,819

自己株式 △4 △27

株主資本合計 9,702 9,278

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 350 317

為替換算調整勘定 △74 △331

退職給付に係る調整累計額 12 18

その他の包括利益累計額合計 289 4

純資産合計 9,991 9,282

負債純資産合計 24,138 20,781
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

売上高 7,104 9,264

売上原価 6,207 7,870

売上総利益 897 1,394

販売費及び一般管理費 ※１ 1,754 ※１ 2,181

営業損失（△） △856 △786

営業外収益   

受取利息 27 29

受取配当金 14 19

持分法による投資利益 － 607

為替差益 141 －

貸倒引当金戻入額 38 －

その他 9 5

営業外収益合計 231 662

営業外費用   

支払利息 － 0

支払保証料 8 10

持分法による投資損失 245 －

為替差損 － 126

その他 7 3

営業外費用合計 261 141

経常損失（△） △887 △266

税金等調整前中間純損失（△） △887 △266

法人税等 △154 △100

中間純損失（△） △732 △165

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △732 △165
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

中間純損失（△） △732 △165

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 67 △33

退職給付に係る調整額 9 6

持分法適用会社に対する持分相当額 △73 △257

その他の包括利益合計 4 △284

中間包括利益 △727 △450

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △727 △450

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純損失（△） △887 △266

減価償却費 71 85

貸倒引当金の増減額（△は減少） 31 △36

受注損失引当金の増減額（△は減少） 205 105

賞与引当金の増減額（△は減少） △405 84

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1 1

長期未払金の増減額（△は減少） △19 △9
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △71 △63
受取利息及び受取配当金 △42 △49

為替差損益（△は益） △188 151

持分法による投資損益（△は益） 245 △607

投資有価証券売却損益（△は益） △1 －

売上債権の増減額（△は増加） 4,065 6,343

棚卸資産の増減額（△は増加） △319 △316
仕入債務の増減額（△は減少） △1,407 △2,356

契約負債の増減額（△は減少） 319 1,482

預り金の増減額（△は減少） 217 661

未収消費税等の増減額（△は増加） △52 △7
未払消費税等の増減額（△は減少） △94 △133
その他の流動資産の増減額（△は増加） △147 △123
その他の流動負債の増減額（△は減少） △170 △438

その他 22 0

小計 1,373 4,507

利息及び配当金の受取額 39 61

利息の支払額 － △0
法人税等の支払額 △234 △91

法人税等の還付額 － 2

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,178 4,478

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △21 △21

定期預金の払戻による収入 15 15

有形固定資産の取得による支出 △88 △46

有形固定資産の売却による収入 － 0

無形固定資産の取得による支出 △90 △7

投資有価証券の売却による収入 17 －

投資有価証券の償還による収入 － 1,064

関係会社貸付けによる支出 △166 △244

貸付金の回収による収入 35 －

その他 36 △7

投資活動によるキャッシュ・フロー △261 752

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 － △1,499
自己株式の取得による支出 △0 △39
配当金の支払額 △235 △236

その他 2 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △233 △1,778

現金及び現金同等物に係る換算差額 13 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 696 3,453

現金及び現金同等物の期首残高 3,559 1,942

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 4,256 ※ 5,395
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用

しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及

適用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結財

務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

 

（追加情報）

（表示方法の変更）

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において、「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めていた「電子記録債権」は金額的重

要性が増したため、当中間連結会計期間より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映

させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「受取手形、売掛金及び契約資産」に表示してい

た14,097百万円は、「受取手形、売掛金及び契約資産」13,429百万円、「電子記録債権」668百万円として

組み替えております。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書）

前中間連結会計年度において、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「自己

株式の取得による支出」は金額的重要性が増したため、当中間連結会計期間より独立掲記することとしてお

ります。この表示方法の変更を反映させるため、前中間連結会計年度の中間連結財務諸表の組替えを行って

おります。

この結果、前中間連結会計年度の中間連結キャッシュ・フロー計算書において、「財務活動によるキャッ

シュ・フロー」の「その他」に表示していた２百万円は、「自己株式の取得による支出」△０百万円、「そ

の他」２百万円として組み替えております。
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（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益（損失）に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※１　中間連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権

　中間連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処

理をしております。なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形及

び電子記録債権が連結会計年度末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（2024年３月31日）
当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

受取手形 228百万円 －百万円

電子記録債権 0百万円 －百万円

支払手形 11百万円 －百万円

 

 

 ２　保証債務

　下記、関係会社の工事請負契約に関し、金融機関が発行する銀行保証等に対して保証を行っております。

前連結会計年度
（2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

 

Suido Kiko Middle East Co.,Ltd. 1,391百万円

　（34百万サウジリヤル）

 

Suido Kiko Middle East Co.,Ltd. 1,330百万円

　（34百万サウジリヤル）

（注）債務保証額から持分法適用に伴う負債として計上された金額を控除した金額を記載しております。

 

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年４月１日

　　至 2023年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日

　　至 2024年９月30日）

給料手当 561百万円 659百万円

賞与引当金繰入額 125 255

退職給付費用 45 43

役員退職慰労引当金繰入額 3 3

貸倒引当金繰入額 △0 △0

 

２　当社グループでは、官公庁・自治体等向けの売上高が年度末に集中するため、連結会計年度の上半期の売上高と下

半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に季節的変動があります。
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は以下のとおりで

あります。

 
前中間連結会計期間

（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

現金及び預金勘定 4,237百万円 4,259百万円

預け金勘定 0 －

預入期間が３か月を超える定期預金 △30 △30

有価証券勘定に含まれるＭＭＦ 48 1,165

現金及び現金同等物 4,256 5,395

（注）預け金勘定は、東レグループ内におけるＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）利用によるものです。

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2023年４月１日　至2023年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

 
１株当たり
配当額
（円）

 

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日

定時株主総会
普通株式 235 55.00 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2024年４月１日　至2024年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

 
１株当たり
配当額
（円）

 

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月27日

定時株主総会
普通株式 236 55.00 2024年３月31日 2024年６月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

（注）１．

中間連結
損益計算書
計上額

（注）２．
 

プラント
建設

Ｏ＆Ｍ 計

売上高      

一時点で移転される財 592 1,177 1,769 － 1,769

一定の期間にわたり移転

される財
4,074 1,260 5,335 － 5,335

顧客との契約から生じる

収益
4,667 2,437 7,104 － 7,104

外部顧客への売上高 4,667 2,437 7,104 － 7,104

セグメント間の内部売上

高又は振替高
119 206 325 △325 －

計 4,786 2,643 7,430 △325 7,104

セグメント損失（△） △614 △242 △856 △0 △856

（注）１．セグメント損失の調整額△０百万円は、主にセグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント損失は、中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

（注）１．

中間連結
損益計算書
計上額

（注）２．
 

プラント
建設

Ｏ＆Ｍ 計

売上高      

一時点で移転される財 656 1,271 1,928 － 1,928

一定の期間にわたり移転

される財
6,127 1,208 7,335 － 7,335

顧客との契約から生じる

収益
6,784 2,479 9,264 － 9,264

外部顧客への売上高 6,784 2,479 9,264 － 9,264

セグメント間の内部売上

高又は振替高
210 226 436 △436 －

計 6,994 2,706 9,701 △436 9,264

セグメント損失（△） △274 △517 △792 6 △786

（注）１．セグメント損失の調整額６百万円は、主にセグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント損失は、中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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２．報告セグメントの変更等に関する事項

当中間連結会計期間より、事業部制を廃止し機能本部制組織へ移行したことから、報告セグメントの区

分を「プラント建設」及び「Ｏ＆Ｍ」に変更しております。変更後のセグメント区分の内容は以下の通り

となります。

セグメント名 セグメント内容

プラント建設
上水道施設浄水設備、下水道施設水処理設備、産業用水及び廃

水施設水処理設備等の製造、販売

Ｏ＆Ｍ
上水道施設浄水設備、下水道施設水処理設備、産業用水及び廃

水施設水処理設備等に関わるメンテナンス・保守・運転管理

なお、前中間連結会計期間のセグメント情報については、変更後の報告セグメント区分に基づき作成し

ております。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

　１株当たり中間純損失（△） △170円92銭 △38円69銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純損失（△）

（百万円）
△732 △165

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純損失（△）（百万円）
△732 △165

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,283 4,283

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、また、潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年11月13日

水道機工株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 倉持　　直樹

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 重松　　良平

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている水道機工株式会

社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、水道機工株式会社及び連結子会社の2024年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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